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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高（千円） 6,253,959 7,329,077 9,115,102 10,715,260 13,087,766 

経常利益（千円） 632,951 781,721 1,165,943 1,548,381 2,057,848 

当期純利益（千円） 293,052 412,344 621,991 871,862 1,176,082 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 674,707 674,707 674,707 674,707 726,523 

発行済株式総数（株） 9,485,554 9,485,554 9,485,554 9,485,554 9,621,554 

純資産額（千円） 5,538,086 5,632,372 5,626,153 5,999,264 6,862,336 

総資産額（千円） 6,642,524 7,220,932 7,685,437 8,633,856 9,959,460 

１株当たり純資産額（円） 583.96 593.62 592.78 631.81 713.76 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)

（円） 

35.00 

(12.50) 

56.00 

(12.50) 

50.00 

(22.50) 

50.00 

(25.00) 

60.00 

(25.00) 

１株当たり当期純利益（円） 30.89 43.16 65.06 91.00 122.96 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
30.87 43.05 64.59 90.04 122.29 

 



 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第31期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１

株当たり当期純利益に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

自己資本比率（％） 83.4 78.0 73.2 69.5 68.9 

自己資本利益率（％） 5.3 7.4 11.0 15.0 18.3 

株価収益率（倍） 26.22 24.33 23.82 28.6 21.3 

配当性向（％） 113.3 128.8 76.8 54.9 48.8 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
847,805 1,001,792 1,101,293 1,586,031 1,878,433 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△67,417 △606,563 △735,748 △1,062,028 △766,239 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△239,229 △332,185 △625,493 △485,945 △347,926 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
1,943,489 2,006,532 1,746,583 1,784,641 2,548,908 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

89 

(72) 

96 

(76) 

104 

(77) 

115 

(90) 

128 

(91) 



２【沿革】 

年月 沿革 

昭和48年12月 株式会社不二家が米国のバスキン・ロビンス社との合弁事業を行う目的で、ビー・アールジャパ

ン株式会社を設立（資本金40百万円）しました。 

昭和49年１月 米国のバスキン・ロビンス社に対して第三者割当増資を行い株式会社不二家とバスキン・ロビン

ス社の合弁会社としました。 

昭和54年３月 静岡県駿東郡小山町に自社工場を建設し、年産2,000千ガロン体制を確立しました。 

昭和58年12月 店舗網の全国展開により、店舗数（フランチャイズ店及び直営店）200店台乗せを達成しまし

た。 

昭和59年２月 関西以西の店舗展開の拡大のため、配送能率向上の見地から、外部営業倉庫の利用を開始しまし

た。 

同  年11月 工場の生産能力を年産3,500千ガロンに増強しました。 

昭和60年４月 カラーデザインを変更したアダルト志向第１号店「渋谷公園通り店」を出店しました。 

同  年７月 「サーティワン」のブランド名を入れ、社名をＢ－Ｒ サーティワン アイスクリーム株式会社

（登記上商号 ビー・アール サーティワン アイスクリーム株式会社）に変更しました。車社

会への対応として従来実験的に進めてきたロードサイドタイプの出店を本格的に開始しました。 

昭和61年３月 店舗数300店台乗せを達成しました。 

昭和62年５月 工場の生産能力を年産7,000千ガロンに増強しました。 

同  年10月 工場のスペシャリティデザート生産のための設備が完成しました。 

同  年10月 店舗数400店台乗せを達成しました。 

同  年12月 社団法人日本証券業協会東京地区協会に当社の株式を店頭登録し、公開しました。 

平成２年９月 工場のスペシャリティデザート生産のための設備を１ライン増強しました。 

平成３年９月 全世界で統一使用される新しいトレードマークを導入し、21世紀へ向けての新しいイメージ戦略

を打ち出しました。 

平成７年２月 本社、東京営業所、電算室を統合して現在地に移転しました。 

平成８年６月 フランチャイズ店及び直営店の一部にてテスト販売を行ってきました「クレープ」を併売商品と

して正式に導入しました。 

平成10年６月 財務指標の改善を図るため、利益による株式消却のための自己株式を1,050,000株、850,500千円

で取得し、すべてを消却いたしました。 

平成11年３月 工場では、平成11年３月25日に厚生省よりＨＡＣＣＰの認定工場として承認されました。 

平成12年４月 フランチャイズ店の売上向上と収益性の改善を目的として、加盟店との契約制度を４月度より大

幅に変更いたしました。その内容といたしましては、新しいタイプの店舗「コンテンポラリー」

店への改装を実施すること及び、その後のオペレーション強化のために、店長が再トレーニング

を受講することを条件として、アイスクリームの卸売価格を31％引き下げました。その一方で、

新たにフランチャイズ店より、ロイヤルティ及び広告宣伝分担金として、それぞれ店頭小売売上

高の一定率を徴収することといたしました。 

平成12年９月 財務指標の改善を図るため、利益による株式消却のための自己株式を447,000株、319,605千円で

取得し、すべてを消却いたしました。 

平成15年12月 店舗数500店台乗せを達成しました。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場しました。 

同  年12月 店舗数600店台乗せを達成しました。 

平成17年11月 米国バスキン・ロビンス社との契約に基づき、台湾の民間企業とフランチャイズ契約を結び、台

北郊外に国外１号店を開設しました。 

同  年12月 店舗数700店台乗せを達成しました。 

平成18年11月 店舗数800店台乗せを達成しました。 

同    年12月  工場と本社で、環境マネジメントシステム規格であるISO14001を取得しました。 

平成19年３月  登記上の商号をビー・アール サーティワン アイスクリーム株式会社からＢ－Ｒ サーティワ

ン アイスクリーム株式会社に変更しました。  



３【事業の内容】 

 当社の主な事業内容は、アイスクリームの製造及び直営店での顧客への販売並びにフランチャイジーに対するアイ

スクリームの販売及び店舗用設備の賃貸をするとともに小売売上高の一定率と、フランチャイズ契約締結時に一時金

をロイヤルティとして受取っております。 

 関係会社との関係は次のとおりであります。 

 当社は関係会社（その他の関係会社）であるバスキン・ロビンス インターナショナル カンパニーと「ライセン

ス及び技術援助契約」を締結しており、日本国内におけるアイスクリーム類の製造・販売並びにフランチャイズ方式

によるアイスクリーム販売の組織化及び運営に関するノウハウの提供を受けております。売上高の一定率をロイヤル

ティとして同社に支払っております。また、当社は、バスキン・ロビンス インターナショナル カンパニーと台湾

国内における「テスト契約」を締結し、平成20年12月31日までのテスト期間中、台湾において店舗を開発する排他的

権利の提供を受けております。 

 また、当社は関係会社（その他の関係会社）である㈱不二家との間に、バスキン・ロビンス31アイスクリーム小売

店の運営並びに同アイスクリームに係る商標、意匠、小売店販売方法等の使用に関する「フランチャイズ契約」を他

のフランチャイジーと同様に締結し、同社に対して、アイスクリーム等の販売及び店舗用設備を賃貸するとともに、

小売売上高の一定率をロイヤルティとして受取っております。さらに、同社より一部直営店舗の賃借及び原料の購入

をしております。 

 また、当社は関係会社である㈱不二家の子会社（関連当事者）である不二家乳業㈱から原料を購入し、不二家テク

ノ㈱へ店舗用図面の設計を委託し、㈱不二家フードサービスへアイスクリームの販売及び店舗用設備を賃貸するとと

もに、小売売上高の一定率をロイヤルティとして受取っております。 

 なお、バスキン・ロビンス インターナショナル カンパニーは、平成18年5月26日にバスキン・ロビンス・フラ

ンチャイズド ショップス エルエルシーに「ライセンス及び技術援助契約」を譲渡いたしました。よって当社はバ

スキン・ロビンス・フランチャイズド ショップス エルエルシーと「ライセンス及び技術援助契約」を締結いたし

ました。同契約の条項に変更はありません。 

 以上述べたことを事業系統図で示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

その他の関係会社 

 （注）１．主要な事業内容欄には、事業部門の名称を記載しております。 

２．有価証券報告書の提出会社であります。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、税込で賞与を含んでおります。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

㈱不二家 

（注）２ 
東京都中央区 6,317,229 

菓子類の製造販売

等 
43.38 

製品の販売及び店

舗用設備の賃貸。

役員の兼任あり。 

ビー・アール ジャ

パン ホールディン

グス エルエルシー 

 アメリカ合衆

国デラウェア州 
161 その他の事業  43.38 役員の兼任あり。 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

128（91）  39.0  12年０ヶ月 6,884,046 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加に伴い、雇用・所得環境にも改善が見られ、個人

消費も緩やかながら回復傾向にありました。 

 当アイスクリーム業界におきましては、年初の１月度より天候に恵まれず、７月の長梅雨で厳しい状況がつづき

ましたが、後半は温暖な気候に助けられ一進一退の状況でありました。 

 このような状況のなかで、当社はサーティーワンアイスクリームの永遠のテーマであります

“We make people happy”「アイスクリームを通じて人々に幸せを」をスローガンに消費者の嗜好に対応した新し

く魅力のある商品を提供し業績の向上に取り組んでまいりました。 

 今年度のマーケティング施策としては、毎年好評を得ておりますアメリカンキャラクターの「スヌーピー」を使

った販売促進活動を実施するとともに、４月より新しいツインベリーチーズケーキのおいしさをメインとしたフレ

ーバーのバラエティさを訴求したテレビコマーシャルを放映いたしました。 

 ６～７月にはレギュラー・キッズのいずれのサイズに関わらずダブルのコーン・カップをお買い上げのお客様全

員に１スクープをプレゼントする「チャレンジ・ザ・トリプルキャンペーン」を昨年同様実施し、８月にはキング

サイズのシングルコーン・カップをお買い上げのお客様全員にキッズサイズ１スクープをプレゼントしてのせ、か

わいいアイスクリームの雪だるまにする「真夏の雪だるま大作戦」を実施いたしました。この期間にもテレビコマ

ーシャルで大々的に告知いたしました。 

 10月の１ヶ月間にはスピードくじでハロウィングッズをプレゼントするハロウィンキャンペーンを実施し好評を

得ました。 

 また、５月９日の「アイスクリームの日」を記念して全国707店舗で夕方の２時間、ユニセフの募金をしてくだ

さったお客様全員にレギュラーシングルコーンを１つプレゼントする「フリースクープナイト」を実施いたしまし

た。 

 店舗開発の状況といたしましては、新しい店舗を160店開設するとともに既存店舗の改装を42店実施いたしまし

た。その結果、年度末の店舗数は810店となりました。 

 製品開発の面では、ニューフレーバーを毎月登場させたほか、工場完成品ケーキを２種類とフローズンフロー

ト、サンデー、クレープにおいて22種類の新製品を発売いたしました。また、クリスマスには６種類のクリスマス

ケーキを投入し、拡販を図りました。 

 以上の結果、当期の業績は売上高130億87百万円（前年同期比22.1％増）、経常利益20億57百万円（前年同期比

32.9％増）、当期純利益11億76百万円（前年同期比34.9％増）となりました。 

 なお、当期においてストックオプションの権利行使が行われ136,000株の普通株式を発行したため、発行済株式

総数は9,621,554株となり、払込金額103,632,000円の資本組入れにより、資本金は726,523,000円、資本準備金は

232,316,000円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の状況につきましては次のとおりであります。

 当期におきまして営業活動により得られたキャッシュフローは18億78百万円（前年同期比18.4％増）となりまし

た。これは主に税引前当期純利益が20億42百万円あったほか、減価償却費が８億８百万円、売上債権の増加が３億

51百万円あり、法人税等の支払額が７億10百万円あったためであります。 

 投資活動に使用した資金は７億66百万円（前年同期比27.9％減）となりました。これは主に有形固定資産の取得

による支出が７億10百万円、長期前払費用の取得による支出が４億13百万円、敷金の預入による支出が２億56百万

円あったほか、投資有価証券の売却による収入が４億94百万円あったためであります。 

 財務活動に使用した資金は３億47百万円（前年同期比28.4％減）となりました。これは主に株式の発行による収

入が１億３百万円と配当金の支払による支出が４億44百万円あったためであります。 

 その結果、現金及び現金同等物の当期末残高は25億48百万円となり、期首残高の17億84百万円に対し７億64百万

円の増加となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額はフランチャイジーに対する卸売価格を使用しております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 今後の見通しにつきましては、景気の回復基調への期待は高まっているものの、原油価格や米国景気の動向など不

安定な要素も多く、個人消費についても社会保障費の負担増加、各種税負担の増加などにより、先行き不透明な状況

であり、経営環境は依然厳しい状況が続くものと予想されます。 

 このような状況のなか、当社といたしましては、引き続き消費者の嗜好に対応した新しく魅力のある商品を提供す

るとともに、テレビコマーシャルはもとより、常に新鮮な驚きと感動を創出し、お客様を魅了するマーケティングを

展開すると同時に、ローコストオペレーションを徹底し、売上目標、利益目標の達成に取り組み、業績の向上に邁進

してゆく所存であります。 

品目 
第34期 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

アイスクリーム（千円） 8,851,960 ＋28.5  

シャーベット（千円） 537,598 ＋10.4  

スペシャリティデザート（千円） 737,916 ＋16.6  

合計（千円） 10,127,474 ＋26.4 

品目 
第34期 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比（％） 

製品   

アイスクリーム（千円） 8,901,977 ＋23.6  

シャーベット（千円） 537,882 ＋12.8  

スペシャリティデザート（千円） 731,798 ＋21.6  

クレープ（千円） 5,677  ＋14.9 

小計（千円） 10,177,336 ＋22.8  

店舗用設備賃貸収入（千円） 714,116 ＋11.9  

ロイヤルティ収入（千円） 2,196,314 ＋22.8  

合計（千円） 13,087,766 ＋22.1  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況・経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には以下のようなものがあります。 

(1）製品の安全性について 

 当社では、安全・安心を第一としたより良い商品を通して、お客様に常に満足と感動を感じていただけるアイス

クリーム専門店チェーンの本部を目指しており、ＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点）を忠実に実行し、品質管理体

制を強化しております。しかし、予見不可能な原因により製品の安全性に疑義が生じ、製品回収や製造物責任賠償

が生じた場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(2）為替動向に関するリスク 

 当社では、輸入原材料を原材料全体の30％程度使用しており、一部デリバティブ取引によるヘッジ等を行い為替

の安定に努めておりますが、為替が急激に円安に振れるような事態が発生した場合は、輸入原材料の高騰が考えら

れ、その結果売上原価が悪化し、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(3）異常気象の発生 

 当社は事業の特性上、売上が天候に左右される傾向にあります。従いまして冷夏等の異常気象が発生した場合、

当社の業績に影響を与える可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

(1）ライセンス及び技術援助契約 

 当社は、米国のバスキン・ロビンス インターナショナル カンパニーとの間で次の内容の「ライセンス及び技

術援助契約」を締結しております。 

発効日 ：平成16年９月22日 

契約期間：６カ年間（自動更新可能） 

契約内容：１．バスキン・ロビンス31アイスクリームの日本国内における独占製造権及び販売権 

２．フランチャイズ方式によるバスキン・ロビンス31アイスクリーム販売店の組織化及びその運営に

関するノウハウの日本国内における独占使用権 

３．バスキン・ロビンス31アイスクリームに係る商標権の日本国内における独占使用権及び同意匠権

の日本国内における独占実施権 

４．ロイヤルティの支払は売上高の一定率 

  なお、バスキン・ロビンス インターナショナル カンパニーは、平成18年５月26日にバスキン・ロビンス・フ

ランチャイズド ショップス エルエルシーに「ライセンス及び技術援助契約」を譲渡いたしました。よって当社

はバスキン・ロビンス・フランチャイズド ショップス エルエルシーと「ライセンス及び技術援助契約」を締結

いたしました。同契約の条項に変更はありません。 

(2）フランチャイズ契約 

 当社は、フランチャイジーとの間に「フランチャイズ契約」を締結しております。 

期間  ：２カ年間（自動更新） 

契約内容：１．バスキン・ロビンス31アイスクリーム小売店の運営 

２．バスキン・ロビンス31アイスクリームに係る商標、意匠の使用、小売店販売方法等 

３．ロイヤルティの受取はフランチャイジー店頭小売売上高の一定率及びフランチャイズ契約締結時

の一時金 

４．広告宣伝分担金の受取はフランチャイジー店頭小売売上高の一定率 

 （注） 当期末のフランチャイジーの店舗数は805店でありますが、フランチャイジーによって発効日が異なり

ますので、発効日の記載を省略しております。 



(3）テスト販売契約 

 当社は、米国のバスキン・ロビンス インターナショナル カンパニーとの間で次の内容の「テスト販売契約」

を締結しております。 

発効日 ：平成17年11月16日 

契約期間：平成20年12月31日まで（テスト期間） 

契約内容：１．テスト期間中のバスキン・ロビンス31アイスクリームの台湾におけるフランチャイズによる販売

権。 

２．テスト期間中に当社はバスキン・ロビンスに長期的販売計画を提示し、テスト期間終了後の販売

権につき協議する。 

３．テスト期間中に出店した店舗の運営期間は５年間で３回更新可能（最長20年）。これはテスト期

間が終了した場合にも適用される。 

４．ロイヤルティの支払は契約により定められた一定額。 

  なお、バスキン・ロビンス インターナショナル カンパニーは、平成18年５月26日にバスキン・ロビンス・

フランチャイズド ショップス エルエルシーに「テスト販売契約」を譲渡いたしました。よって当社はバスキ

ン・ロビンス・フランチャイズド ショップス エルエルシーと「テスト販売契約」を締結いたしました。同契

約の条項に変更はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社は、バスキン・ロビンス インターナショナル カンパニー（平成18年５月26日以降はバスキン・ロビンス・

フランチャイズド ショップス エルエルシー）と“ライセンスおよび技術援助契約”を締結しており、アイスクリ

ームフレーバーの開発については同社で実施しているため、研究開発費は発生しておりません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。その作

成には経営者による資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者

はこれらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、これらの見積りは当期末現在にお

いて判断したもので、実際の結果は、見積り特有の不確実性が存在するためこれら見積りと異なる場合がありま

す。 

(2）財政状態 

 当期末の財政状態といたしましては、総資産で99億59百万円（前年同期比13億25百万円増）となりました。総資

産の主な増加要因は、税引前当期純利益の増加等による営業活動によるキャッシュ・フローの増加に伴い現金及び

預金が７億64百万円増加し、フランチャイズ店の店舗数の増加（前期末702店、当期末810店）により、売掛金の残

高が３億60百万円、賃貸店舗設備の残高が２億94百万円、敷金及び保証金が２億33百万円各々増加しております。

また、現在進行中の富士小山工場冷凍庫改造工事の費用１億63百万円を建設仮勘定に計上しております。 

 負債の部は、30億97百万円（前年同期比４億62百万円増）となりました。負債の主な増加要因は、富士小山工場

冷凍庫改造工事の未払金の発生（１億円）等による未払金残高の増加（１億10百万円）、店舗を転貸しているフラ

ンチャイズ店より預っている長期預り保証金が、店舗数の増加により１億34百万円増加したことと、未払法人税等

が１億63百万円増加したためであります。 

 純資産の部は、68億62百万円（前年同期比８億63百万円増）となりました。これは主に当期純利益の計上による

増加によるものであります。 

 この結果、１株当たりの純資産は713円76銭（前年同期比81円95銭増）となりました。 

(3）経営成績 

 当期の売上高は130億87百万円（前年同期比22.1％増）となりました。売上高の詳細につきましては「１業績等

の概要(1)業績」に記載しております。 

 売上原価は外国為替相場が円安傾向となったため、輸入原料の調達費用が増加し売上高比38.1％と前年より

0.6％増加しております。 

 販売費及び一般管理費は、主としてテレビコマーシャルを制作、放映したことによる広告宣伝費が増加（前年同

期比３億７百万円増）し、また店舗数の増加により運賃及び倉庫料が増加（前年同期比１億46百万円増）しており

ますが、売上高比では46.0％と前年同期比比2.4％と低下しております。 

 当期純利益は11億76百万円と前年に比べ３億４百万円（前年同期比34.9％増）の増益となりました。これにより

１株当たりの当期純利益は122円96銭となり前年の91円00銭に比べ31円96銭増加しております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当期の設備投資は、主にフランチャイジー店舗の新規出店、改装に伴う店舗用設備の購入、富士小山工場のアイス

クリーム生産設備に９億18百万円、基幹システム及び新ＰＯＳレジシステムなどの社内利用ソフトウェアの導入に48

百万円を実施し、設備投資の総額は、９億66百万円となりました。 

 なお、生産能力に重大な影響を与えるような固定資産の売却、撤去等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 （注）１．投資資本の金額は有形固定資産の帳簿価額であります。 

２．その他は、構築物（合計29,506千円）、車両運搬具（合計2,297千円）、工具器具備品（合計81,197千円）

及び建設仮勘定（合計208,209千円）であります。 

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

４．当期末のフランチャイジーの店舗数は805店、直営店の店舗数は５店であります。 

  平成18年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門
別の名称 

設備の内
容 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 建物 

（千円） 

機械及び
装置 
（千円） 

賃貸店舗
用設備 
（千円） 

直営店舗
用設備 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

ソフト 
ウェア 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都 

品川区） 

管理本部 
統括業務

施設 
19,053 － － － － － 94,113 113,166 76 

本社及び富士

小山工場 
全社 

社内利用

ソフトウ

ェア 

－ － － － － 250,101 － 250,101 － 

富士小山工場 

（静岡県駿東

郡小山町） 

アイスク

リーム関

連事業 

アイスク

リーム生

産設備 

180,328 321,259 － － 
226,362 

(12,010) 
－ 222,965 950,916 27 

賃貸店舗用 

資産 

アイスク

リーム関

連事業 

店舗設備 － － 818,131 － － － 1,411 819,543 － 

渋谷店 

（東京都 

渋谷区） 

他直営６店 

アイスク

リーム関

連事業 

店舗設備 － － － 48,608 － － 49 48,658 2 

その他 

アイスク

リーム関

連事業 

販売 

設備他 
1,211 － － － － － 2,669 3,880 23 

名称 数量 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

パーソナルコンピューター 

(所有権移転外ファイナン

ス・リース) 

一式 ３ 28,903 64,005 

ＰＯＳシステム 

(所有権移転外ファイナン

ス・リース) 

一式 ５ 10,533 － 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の 
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

富士小山工場 

（静岡県駿東郡

小山町）  

アイスクリー

ム生産設備 
79,000 － 自己資金 

平成19.2 ～ 

平成19.4   

平成19.2 ～ 

平成19.4  

品質の向上と

省力化 

 富士小山工場 

（静岡県駿東郡

小山町）  

アイスクリー

ム冷凍庫設備

（改造） 

492,000 79,333 自己資金 平成18.9  平成19.3  

入庫・出庫作

業の自動省力

化  

賃貸店舗用資産  
賃貸店舗用設

備（新設） 
142,045 － 自己資金 

平成19.3 ～ 

平成19.12  

平成19.3 ～ 

平成19.12  

店舗用設備の

ため生産能力

増加なし  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 38,003,000 

計 38,003,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数 

 （株） 

（平成19年３月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,621,554 9,644,554  
㈱ジャスダック証券取引

所 
－ 

計 9,621,554 9,644,554  － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

平成13年３月29日定時株主総会決議 

 （注） 権利付与日の日本証券業協会（現㈱ジャスダック証券取引所）が公表する当社普通株式の午後３時現在におけ

る直近の最終売買価格（当日に取引がない場合には、それに先立つ直近日の最終売買価格とする）に1.05を乗

じた金額とし、１円未満の端数は切り上げます。なお、時価を下回る価額による新株の発行（転換社債の転

換、新株引受権証券による権利行使及び旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権行使の場合を含まな

い）が行われる場合は、次の算式により発行価格を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるも

のとします。 

また、株式の分割又は併合が行われる場合、発行価格は分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるものと

し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） － － 

 新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 23,000 － 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注） 762 － 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日から 

平成20年３月31日まで 
－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     762 

資本組入額    381 
－ 

新株予約権の行使の条件 

新株引受権を付与された

者は、当社の取締役、執

行役員及び従業員たる地

位を失った後も、これを

行使することができるも

のとします。 

また、新株引受権を付与

された者が死亡した場合

も、相続人がこれを行使

することができるものと

します。 

なお、その他の細目につ

いては、当社定時株主総

会の特別決議及びその後

開催される取締役会決議

に基づき、当社と対象者

との間で締結する新株引

受権付与契約に定めると

ころによるものとしま

す。 

－ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株引受権の譲渡、質入

れその他の処分は認めま

せん。 

－ 

 代用払い込みに関する事項 － － 

 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後新株発行価格 ＝調整前新株発行価格×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注１） ストックオプションの行使による増加であります。なお、平成19年１月にストックオプションの権利が行使

     され、23,000株の普通株式を発行いたしました。このため発行済株式総数は9,644,554株となり、払込金額 

     17,526千円の資本組入れにより、資本金は735,286千円、資本準備金は241,079千円となりました。 

(5）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式7,224株は、「個人その他」に7単元及び「単元未満株式の状況」に224株を含めて記載しておりま

す。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年１月１日

～ 

平成18年12月31日 

（注１） 

136,000 9,621,554 51,816 726,523 51,816 232,316 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 3 2 31 3 － 790 829 － 

所有株式数

（単元） 
－ 24 2 4,272 4,331 － 974 9,603 18,554 

所有株式数の

割合（％） 
－ 0.25 0.02 44.49 45.10 － 10.14 100 － 



(6）【大株主の状況】 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ビーアール ジャパン ホー

ルディングス エルエルシー 

（常任代理人 株式会社 三

井住友銀行） 

アメリカ合衆国 デラウエア州 ウィルミ

ントン オレンジストリート １２０９ 

（東京都千代田区丸の内１－３－２） 

4,174 43.38 

株式会社不二家 東京都中央区銀座７－２－17 4,174 43.38 

カセイス バンク ルクセン

ブルグ クライアント アカ

ウント 

 （常任代理人 株式会社 三

菱東京ＵＦＪ銀行） 

ルクセンブルグ アリー シェファー 

Ｌ-２５２０ 

 （東京都千代田区丸の内２－７－１） 

137 1.42 

シンクス株式会社 静岡県静岡市松富４－２－１ 22 0.22 

三好 正剛 愛知県知多郡東浦町  20 0.20 

エイチエスビーシー ファン

ド サービシイズ スパーク

ス アセツト マネジメント 

コーポレイテツド 

 （常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

香港 セントラル クィーンズロード 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 
20 0.20 

        

名古屋 早苗 東京都板橋区 16 0.16 

浦山 詔雄 東京都北区 15 0.15 

萬運輸株式会社 神奈川県横浜市鶴見区駒岡５－１－16 14 0.14 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 14 0.14 

計 － 8,606 89.45 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   7,000  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,596,000  9,596 － 

単元未満株式 普通株式   18,554 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 9,621,554 － － 

総株主の議決権 － 9,596 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

Ｂ－Ｒ サーティワン ア

イスクリーム株式会社 

東京都品川区上大崎

三丁目２番１号 
7,000 － 7,000 0.07 

計 － 7,000 － 7,000 0.07 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づ

き、新株引受権方式により、平成13年３月29日開催の当社定時株主総会終結の時に在任する当社取締役３名、執

行役員５名及び従業員９名に対して付与することを、平成13年３月29日開催の当社定時株主総会において決議さ

れたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

 （注） 権利行使期間の開始日の前日までの間に、退任、退職した場合もしくは死亡した場合は、その事由が発生した

時期により、株式数は下記の比率により減額されるものとし、調整により生じる１単元未満の株式数が生じる

場合は、当該１単元未満の株式数を切り捨てるものとします。 

なお、任期満了による退任又は定年による退職の場合はこの限りではありません。 

① 平成13年４月１日から平成14年３月31日までの間は、90％ 

② 平成14年４月１日から平成15年３月31日までの間は、70％ 

③ 平成15年４月１日から平成16年３月31日までの間は、50％ 

④ 平成16年４月１日から平成17年３月31日までの間は、30％ 

⑤ 平成17年４月１日から平成18年３月31日までの間は、10％ 

決議年月日 平成13年３月29日 

付与対象者の区分及び人数 取締役３名、執行役員５名及び従業員９名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（注） 

188,000株を上限とします。 

（取締役は１人15,000株から30,000株の範囲、執行役員

は１人15,000株、従業員は１人5,000株） 

新株予約権の行使時の払込金額 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  同上 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号に

該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 旧商法第221条第６項及び会社法第192条第1項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

 (4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 2,754 7,334,490 

当期間における取得自己株式 － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 7,224 － 7,224 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を重視し、安定した配当政策を実行していきたいと考えております。 

  当社は、中間配当と期末配当の年2回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当期の期末配当金は、上記の方針に基づき、１株当たり25円の普通配当と10円の特別配当の35円とし、中間配当の

25円を加えて年60円としました。 

 この結果、配当性向は48.8％、純資産配当率は8.4％となります。 

 内部留保金の使途につきましては、フランチャイズ店の店舗設備の購入資金として活用いたします。 

  当社は、「取締役会の決議により、毎年6月30日を基準日として、中間配当を行うことが出来る。」旨を定款に定

めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日より㈱ジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会が公表した相場によるものであります。なお、第32期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本

証券業協会が公表した相場によるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、㈱ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

 （百万円） 

１株あたり配当額 

 （円） 

 平成18年8月22日 

 取締役会決議 
240 25 

 平成19年3月29日 

 定時株主総会決議 
336 35 

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） 850 1,100 1,680 2,750 2,810 

最低（円） 730 790 ※960 1,519 2,190 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 2,650 2,700 2,665 2,715 2,710 2,700 

最低（円） 2,450 2,510 2,600 2,620 2,650 2,610 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役

社長 
 松山 和夫 昭和12年８月４日生

昭和36年４月 明治乳業㈱ 入社 

昭和59年３月 ハインツ・ジャパン㈱ 副社

長 

昭和60年11月 ケロッグ・ジャパン㈱ 営業

本部長 

昭和62年９月 ボーデン・インターナショナ

ル（ジャパン）インク社長 

平成２年７月 ボーデン・ジャパン㈱ 代表

取締役社長 

平成６年９月 当社 入社 嘱託 

平成７年３月 当社 代表取締役社長（現

任） 

 2 10 

取締役副社

長 
 尾崎 仙次 昭和23年１月2日生 

昭和46年４月 キリンビール㈱ 入社 

昭和56年８月 キリンビール㈱ 米国ロサン

ゼルス事務所長 

平成７年５月 キリンビバレッジ㈱ 国際部

長 

平成14年４月 キリン・トロピカーナ㈱ 社

長 

平成15年11月 当社 執行役員 マーケティン

グ部長 

平成17年４月 当社 上席執行役員 マーケテ

ィング部長 

平成19年３月 当社 取締役副社長（現任） 

 2 3 

常務取締役 生産本部長 近藤 太三 昭和25年７月18日生

昭和51年11月 カウンティ・ラボラトリーズ

㈱ 入社 

昭和62年７月 当社 入社 

平成５年１月 当社 企画本部長 

平成５年３月 当社 取締役 企画本部長 

平成７年３月 当社 取締役 マーケティン

グ本部長 

平成８年７月 当社 取締役 生産本部長 

平成９年７月 当社 取締役 生産部長 

 平成19年３月 当社 常務取締役 生産本部長

(現任）  

2  1 

取締役  
ジョン・ライル・

ルーサー 
昭和18年10月29日生

昭和42年９月 ＡＲＡサービス社 入社 

昭和62年６月 ベンチュマーク サービス社

入社 社長 

平成９年４月 ポパイズ・チキンアンドビス

ケット社 入社 社長 

平成15年８月 ＡＤＱＳＲ社（現ダンキン 

ブランズ インク社）入社 

会長 ＣＥＯ（現任） 

平成17年３月 当社 取締役（現任） 

 平成18年５月 ビー・アール ジャパン ホ

ールディングス エルエルシ

ー 最高経営責任者（現任） 

バスキン・ロビンス・フラン

チャイズド ショップス エ

ルエルシー 最高経営責任者

（現任） 

2  － 

 



 （注）１．取締役 ジョン・ライル・ルーサー及びアンソニー・ピーター・パビーシーは、会社法第２条第15号に定め

る社外取締役であります。 

２．監査役 高橋健一及び中島隆一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役  
アンソニー・ピー

ター・パビーシー 
昭和33年９月25日生

昭和53年９月 ブラックアンガスステーキハ

ウス 入社 副社長 

昭和60年８月 エイエフシー エンタープラ

イズ社 入社 国際部門担当

社長 

平成17年１月 ダンキン ブランズ インク

社 入社 アジア・パシフィ

ック担当副社長（現任） 

平成17年３月 当社 取締役（現任） 

 平成18年５月   

ビー・アール ジャパン ホ

ールディングス エルエルシ

ー 副社長（現任） 

バスキン・ロビンス・フラン

チャイズド ショップス エ

ルエルシー 副社長（現任） 

2  － 

監査役 常勤 遠山 一彌 昭和22年10月９日生

昭和45年12月 伊藤忠Ａ・Ｍ・Ｆ㈱ 入社 

昭和50年10月 当社 入社 

昭和62年９月 当社 経理部マネージャー 

平成９年３月 当社 経理部 部長 

平成12年４月 当社 執行役員経理部 部長 

平成19年３月 当社 常勤監査役（現任） 

 4 － 

監査役  高橋 健一 昭和21年12月28日生

昭和44年４月 ピート・マーウィック・ミッ

チェル会計事務所入所 

昭和56年７月 公認会計士・税理士登録 

昭和60年１月 ピート・マーウィック・ミッ

チェル会計事務所パートナー 

昭和60年７月 港監査法人設立 代表社員 

平成２年７月 合併によりセンチュリー監査

法人（現新日本監査法人） 

代表社員 

 平成９年３月 当社 監査役就任  

平成15年３月 当社 監査役退任  

平成15年９月 新日本監査法人 脱退  

平成15年10月 あずさ監査法人 代表社員  

平成18年６月 あずさ監査法人 代表社員退

任  

平成19年３月  当社 監査役（現任） 

 4 － 

監査役  中島 隆一 昭和12年６月26日生

昭和36年４月 丸紅飯田㈱ 入社 

昭和39年４月 丸紅飯田豪州会社 メルボル

ン支店 財務経理管理部門担

当 

昭和42年11月 丸紅豪州会社シドニー本店 

財務経理管理部門担当 

昭和45年４月 丸紅㈱ 財務部資金３課課長 

昭和54年４月 丸紅ベネルックス会社 副社

長 

昭和59年４月 丸紅㈱ 財務部 次長 

昭和61年４月 丸紅㈱ 人事部  副部長  

平成２年４月 丸紅㈱ 人事部 部長  

平成７年４月 丸紅パーソネル・サポート㈱

社長  

平成14年６月 ㈱マイクロメイツ 取締役Ｃ

ＦＯ（現任）  

平成19年３月 当社 監査役（現任）  

 4 － 

    計   18 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、法と社会倫理に基づいて行動し、社会的使命と責任を果たすとともに、経営理念を実現し、継続的な成

長・発展を目指すためコーポレート・ガバナンスの充実が重要な課題であると考えております。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 当社は監査役制度採用会社であります。社外監査役２名を含む３名の監査役体制で臨むとともに、監査役は取締

役会や重要な事項を検討する会議に出席するほか、会社の業務や財政状況の調査、妥当性、適法性などの監査を行

っております。 

 当社の取締役会は年６回開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項について討議と決議を行ってお

ります。 

 また、常勤取締役による経営会議を毎週開催し、取締役会で決議された事項等について、実行計画の討議と決議

を行っております。 

 なお、執行役員は取締役会や経営会議の決議に基づき、業務執行の責任者としてその実行の任にあたっておりま

す。 

 会計監査人は中央青山監査法人を選任しておりましたが、平成18年５月10日付で金融庁より平成18年７月１日か

ら平成18年８月31日までの２ヶ月間、証券取引法に基づく監査業務の一部及び会社法に基づく監査業務の一部の業

務停止処分を受けたため、平成18年７月１日をもって会計監査人としての資格を喪失しました。会計監査人が不在

となることを回避するため、監査役会は平成18年７月11日に、会社法第346条第４項及び第６項の規定に基づく一

時会計監査人として、あらた監査法人を選任し監査契約を結び、正しい経営情報を提供し、公正不偏な立場から監

査が実施される環境を整備しております。また、平成19年3月29日開催の定時株主総会において、当社の会計監査

人として、あらた監査法人が選任されました。 

(2）内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続並びに監査役監査及び会計監査の相互連携 

内部監査： 社長直轄の組織として監査室（１名）を設置しております。監査室は監査計画のもと債権管理を中

心とした業務活動が、法令や社内規定等に基づき適切に行われているかをチェックし、改善に向け

た活動を行っております。 

監査役監査：常勤監査役（１名）及び非常勤監査役（２名）で実施しております。監査役は取締役会に常時出席

している他、社内の重要会議に出席し、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無について

監査を実施しております。また、会計監査人と定期的に意見交換を行い、連携を図ることで適正な

監査を行っております。 

(3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社は、社外取締役３名、非常勤取締役１名と社外監査役２名がおります。当該社外取締役及び社外監査役との

人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

(4）リスク管理体制の整備の状況 

 リスク管理体制につきましては、「危機管理マニュアル」を整備し、法律の遵守、お客様第一主義と商品の安全

性確保、天災への対応等リスク防止策の訓練を行っております。 

(5）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間における実施状況 

 当期においては、すべての従業員が企業理念を再認識し、法令を守り、お客様第一の姿勢で業務を遂行するため

に制定した「行動規範及び行動指針」を、全社員が参加して年頭に行う部門政策説明会で実施の状況を確認し、強

化を図っております。 

 また、経営の透明性を確保するため、積極的かつ迅速なＩＲ活動を展開しており、当社のホームページにＩＲ情

報の配信サービスを導入し、タイムリーなディスクローズに努めております。 

(6）会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、笹山勝則氏及び池之上孝幸氏であり、あらた監査法人に所属して

おります。継続監査年数については、両氏とも７年以内であります。 

 また、会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士１名、会計士補３名で構成されています。 

(7）役員報酬の内容 

 取締役及び監査役に支払った報酬 

取締役に支払った報酬    59,570千円 

監査役に支払った報酬    14,080千円 

（注） 使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額は、上記の「取締役に支払った報酬」には含まれてお

    りません。 



(8）監査報酬の内容 

 公認会計士法第２条第１項の業務（監査証明業務）の対価として当社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額

は、10,000千円であります。 

 あらた監査法人 5,450千円 

 中央青山監査法人（現：みすず監査法人） 4,550千円 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第33期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

34期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

 ただし、第33期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第33期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）の財務諸表については中央青山監査法人に、第34期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の

財務諸表については、あらた監査法人により監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第33期 

（平成17年12月31日） 
第34期 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,784,641   2,548,908  

２．受取手形 ※２  4,009   1,500  

３．売掛金   1,579,347   1,939,585  

４．製品   217,163   289,894  

５．原材料   221,564   191,514  

６．貯蔵品   205,757   148,914  

７．前渡金   58,845   112,690  

８．前払費用   53,778   59,054  

９．繰延税金資産   97,352   57,884  

10．未収入金   41,530   40,049  

11．その他   54,821   92,862  

貸倒引当金   △22,095   △24,834  

流動資産合計   4,296,718 49.8  5,458,024 54.8 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  1,212,143   1,222,115   

減価償却累計額  1,009,056 203,086  1,021,521 200,593  

(2）構築物  170,098   170,098   

減価償却累計額  136,186 33,911  140,592 29,506  

(3）機械及び装置  1,782,826   1,806,110   

減価償却累計額  1,415,278 367,548  1,484,850 321,259  

(4）賃貸店舗用設備  1,211,993   1,684,276   

減価償却累計額  688,592 523,401  866,144 818,131  

(5）直営店舗用設備  114,675   97,946   

減価償却累計額  54,727 59,947  49,338 48,608  

 



  
第33期 

（平成17年12月31日） 
第34期 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

(6）車両運搬具  20,635   18,580   

減価償却累計額  16,947 3,688  16,282 2,297  

(7）工具器具備品  224,078   258,976   

減価償却累計額  151,872 72,205  177,779 81,197  

(8）土地   226,362   226,362  

(9）建設仮勘定   －   208,209  

有形固定資産合計   1,490,152 17.3  1,936,165 19.4 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   262,695   250,101  

(2）電話加入権   17,065   17,065  

無形固定資産合計   279,760 3.2  267,166 2.7 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   524,881   19,313  

(2）長期貸付金   67,243   52,041  

(3）従業員に対する長期
貸付金 

  59,997   28,681  

(4）破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

  173,151   118,336  

(5）長期前払費用   590,262   673,823  

(6）繰延税金資産   163,670   140,360  

(7）敷金及び保証金   1,140,295   1,373,408  

(8）その他   3,220   3,220  

貸倒引当金   △155,498   △111,081  

投資その他の資産合計   2,567,224 29.7  2,298,103 23.1 

固定資産合計   4,337,137 50.2  4,501,435 45.2 

資産合計   8,633,856 100.0  9,959,460 100.0 

        
 



  
第33期 

（平成17年12月31日） 
第34期 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   282,857   365,940  

２．未払金   748,224   858,735  

３．未払費用   105,936   34,814  

４．未払法人税等   388,916   551,925  

５．未払消費税等   20,353   45,524  

６．前受金   101,527   123,245  

７．預り金   64,996   68,925  

８．賞与引当金   60,991   64,263  

９．役員賞与引当金   －   12,000  

10．その他   53,616   3,508  

流動負債合計   1,827,419 21.2  2,128,883 21.4 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   100,248   110,644  

２．役員退職慰労引当金   136,000   151,900  

３．長期預り保証金   570,923   705,695  

固定負債合計   807,172 9.3  968,240 9.7 

負債合計   2,634,591 30.5  3,097,123 31.1 

 



  
第33期 

（平成17年12月31日） 
第34期 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  674,707 7.8  － － 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金  180,500   －   

資本剰余金合計   180,500 2.1  － － 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  168,676   －   

２．任意積立金        

(1）特別償却準備金  669   －   

(2）別途積立金  4,140,000   －   

３．当期未処分利益  871,362   －   

利益剰余金合計   5,180,708 60.0  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  △30,421 △0.3  － － 

Ⅴ 自己株式 ※３  △6,229 △0.1  － － 

資本合計   5,999,264 69.5  － － 

負債資本合計   8,633,856 100.0  － － 

        
 



  
第33期 

（平成17年12月31日） 
第34期 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   726,523 7.3 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     232,316     

資本剰余金合計     － －   232,316 2.3 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     168,676     

(2）その他利益剰余金               

特別償却準備金   －     446     

別途積立金   －     4,140,000     

繰越利益剰余金   －     1,561,221     

利益剰余金合計     － －   5,870,344 58.9 

４．自己株式     － －   △13,563 △0.1 

株主資本合計     － －   6,815,619 68.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   3,470 0.0 

２．繰延ヘッジ損益     － －   43,246 0.5 

評価・換算差額等合計     － －   46,717 0.5 

純資産合計     － －   6,862,336 68.9 

負債純資産合計     － －   9,959,460 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品売上高  8,288,811   10,177,336   

２．ロイヤルティ収入  1,788,379   2,196,314   

３．店舗用設備賃貸収入  638,069 10,715,260 100.0 714,116 13,087,766 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品期首棚卸高  219,422   217,163   

２．当期製品製造原価  3,669,112   4,678,574   

合計  3,888,535   4,895,737   

３．他勘定振替高 ※１ △20,769   △24,205   

４．製品期末棚卸高  217,163   289,894   

製品売上原価  3,650,602   4,581,637   

５．店舗用設備賃貸原価 ※２ 366,265 4,016,868 37.5 409,208 4,990,845 38.1 

売上総利益   6,698,391 62.5  8,096,920 61.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運賃及び倉庫料  774,253   920,931   

２．広告宣伝費  1,510,256   1,817,491   

３．ロイヤルティ  98,208   124,245   

４．賃借料  217,752   230,307   

５．従業員給与手当・賞与  627,430   688,094   

６．貸倒引当金繰入額  19,975   －   

７．賞与引当金繰入額  52,201   53,337   

８．退職給付費用  48,951   48,418   

９．役員退職慰労引当金繰
入額 

 14,500   15,900   

10．雑給  110,717   105,305   

11．減価償却費  362,491   412,959   

12．その他  1,345,619 5,182,357 48.4 1,598,659 6,015,650 46.0 

営業利益   1,516,033 14.1  2,081,270 15.9 

 



  
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  23,259   12,476   

２．賃貸店舗用什器売却益  30,300   52,931   

３．フランチャイジー店長
教習料 

 4,833   －   

４．販売済未使用ギフト券
収入 

 6,346   －   

５．その他  2,593 67,333 0.7 16,975 82,382 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

  １．投資有価証券売却損  －   77,157   

２．店舗設備除去損  9,810   15,678   

３．貸倒引当金繰入額  16,965   －   

４．棚卸資産廃棄損  5,330   11,884   

５．その他   2,878 34,985 0.3 1,083 105,804 0.8 

経常利益   1,548,381 14.5  2,057,848 15.7 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入額  －     13,209     

２．契約違約金収入   －     12,000     

３．固定資産売却益   － － － 1,788 26,998 0.2 

Ⅶ 特別損失        

１．リース解約損  103,209   4,238   

２．固定資産廃棄損 ※３ 22,307 125,517 1.2 38,015 42,254 0.3 

税引前当期純利益   1,422,864 13.3  2,042,592 15.6 

法人税、住民税及び事
業税 

  627,100   856,675   

法人税等調整額  △76,098 551,001 5.2 9,834 866,509 6.6 

当期純利益   871,862 8.1  1,176,082 9.0 

前期繰越利益   236,561   －  

中間配当額   237,062   －  

当期未処分利益   871,362   －  

        



製造原価明細書 

 （注）１．当社の原価計算の方法は、実際原価による総合原価計算であります。 

２．主な経費の明細 

  
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  3,126,699 85.2 4,075,939 87.1 

Ⅱ 労務費  224,302 6.1 265,311 5.7 

Ⅲ 経費 (注)２ 318,110 8.7 337,323 7.2 

当期総製造費用  3,669,112 100.0 4,678,574 100.0 

当期製品製造原価  3,669,112  4,678,574  

  
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

減価償却費  101,934 97,435 

水道・光熱費  69,378 81,177 

工場消耗品費  27,640 33,522 

機械維持修繕費  42,239 25,563 

その他  76,917 99,624 

合計  318,110 337,323 



③【株主資本等変動計算書】 

第34期（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 

特別償却
準備金 

別途積立
金  

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 
（千円） 

674,707 180,500 180,500 168,676 669 4,140,000 871,362 5,180,708 △6,229 6,029,686 

事業年度中の変動額           

新株の発行 51,816 51,816 51,816             103,632 

特別償却準備金の取崩          △223   223 －   － 

利益処分による剰余金の配
当 

            △237,027 △237,024   △237,027 

剰余金の配当             △240,419 △240,419   △240,419 

利益処分による役員賞与              △9,000 △9,000   △9,000 

当期純利益             1,176,082 1,176,082   1,176,082 

自己株式の取得                 △7,334 △7,334 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

                    

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

51,816 51,816 51,816 － △223 － 689,859 689,635 △7,334 785,933 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

726,523 232,316 232,316 168,676 446 4,140,000 1,561,221 5,870,344 △13,563 6,815,619 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高 
（千円） 

△30,421 － △30,421 5,999,264 

事業年度中の変動額     

新株の発行       103,632 

特別償却準備金の取崩        － 

利益処分による剰余金の配
当 

      △237,027 

剰余金の配当       △240,419 

利益処分による役員賞与        △9,000 

当期純利益       1,176,082 

自己株式の取得       △7,334 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

33,891 43,246 77,138 77,138 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

33,891 43,246 77,138 863,072 

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

3,470 43,246 46,717 6,862,336 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税引前当期純利益  1,422,864 2,042,592 

減価償却費  635,827 808,924 

店舗設備除去損  9,810 15,678 

リース解約損  103,209 － 

投資有価証券売却損   － 77,157 

固定資産廃棄損  22,307 38,015 

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

 33,743 △41,678 

賞与引当金の増加額  5,528 3,272 

退職給付引当金の増加
額 

 16,012 10,395 

役員退職慰労引当金の
増加額 

 14,500 15,900 

受取利息  △23,259 △12,476 

売上債権の増加額  △244,606 △351,689 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

 △47,258 12,833 

仕入債務の増加額  25,269 83,083 

未払金の増加額  152,875 24,977 

役員賞与引当金の増加
額 

 － 12,000 

役員賞与の支払額  △5,000 △9,000 

その他  34,145 △48,341 

小計  2,155,970 2,681,645 

利息及び配当金の受取
額 

 23,341 12,476 

リース解約金の支払額  － △104,842 

法人税等の支払額  △593,279 △710,846 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,586,031 1,878,433 

 



  
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △16,165 △9,527 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 － 494,210 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △503,971 △710,038 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △267,075 △68,872 

長期前払費用の取得に
よる支出 

 △357,758 △413,643 

敷金及び保証金の預入
による支出 

 △238,155 △256,049 

敷金及び保証金の返還
による収入 

 138,621 20,726 

貸付による支出  △20,000 － 

貸付の回収による収入  27,943 46,518 

長期預り保証金の受入
による収入 

 179,426 174,952 

その他  △4,892 △44,515 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,062,028 △766,239 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

   株式の発行による収入  － 103,632 

自己株式の取得による
支出 

 △3,622 △7,334 

配当金の支払額  △482,322 △444,224 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △485,945 △347,926 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 38,058 764,266 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,746,583 1,784,641 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 1,784,641 2,548,908 

    



⑤【利益処分計算書】 

 （注） 日付は株主総会の承認日であります。 

  第33期（平成18年３月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   871,362 

Ⅱ 任意積立金取崩額    

１．特別償却準備金取崩額  223 223 

合計   871,585 

Ⅲ 利益処分額    

１．配当金  237,027  

２．役員賞与金  9,000  

（うち監査役賞与金）  (1,600) 246,027 

Ⅳ 次期繰越利益   625,558 

    



重要な会計方針 

  

項目 
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同    左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

 時価法を採用しております。 同    左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品及び原材料 

 先入先出法に基づく原価法を採用

しております。 

(1）製品及び原材料 

同    左 

 (2）貯蔵品 

未貸出店舗用設備 

 個別法に基づく原価法を採用し

ております。 

(2）貯蔵品 

同    左 

 販売促進用品等 

 先入先出法に基づく原価法を採

用しております。 

同    左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備は除

く）については、定額法を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物        15～35年 

機械及び装置      ９年 

賃貸店舗用設備   ６～10年 

(1）有形固定資産 

同    左 

 (2）自社利用ソフトウェア 

 社内における利用可能期間（５

年）による定額法を採用しておりま

す。 

(2）自社利用ソフトウェア 

同    左 

 (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同    左 

 



項目 
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

５．繰延資産の処理方法        ────── 

  

新株発行費 

 支払時に全額費用として処理しており

ます。  

 ６．引当金の計上基準  (1）貸倒引当金 

 売掛債権及びその他の金銭債権の貸

倒れによる損失に備えるため、一般

債権については過去の経験等を考慮

した繰入率により、貸倒懸念債権等

の特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 (1）貸倒引当金 

同    左  

 (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるため、

実際支給見込額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同    左 

        ────── 

  

(3) 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の当事業

年度負担額を計上しております。   

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務（当期

末自己都合要支給額から総合設立の

厚生年金基金による要支給額を控除

した額）及び年金資産の額に基づ

き、当期において発生していると認

められる額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同    左 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員に対

する退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

     同    左 

 



項目 
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同    左 

８．重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

    同    左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段は為替予約取引であり

ます。ヘッジ対象は原材料等の輸入

予定取引であります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同    左 

 (3）ヘッジ方針 

 外貨建輸入予定取引の為替リスク

をヘッジするために為替予約を利用

し、為替予約は輸入予定取引の範囲

内で行っております。 

(3）ヘッジ方針 

    同    左 

 (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約取引すべてが将来の輸入

予定取引に基づくものであり、実行

の可能性が極めて高く、ヘッジ手段

とヘッジ対象の変動率が同一である

ことから、ヘッジ開始時及びその後

も継続して双方の相場変動が相殺さ

れるため、有効性の評価は省略して

おります。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

    同    左 

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同    左 

10．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同    左 



会計処理方法の変更 

  

項目 
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．固定資産の減損に係る会

計基準 

      ──────  当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

２．貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準 

      ──────  当事業年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月9日）を

適用しております。 

 従来の資本の部に相当する金額は、

6,819,090千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における貸借対照表の純資産

の部については、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。  

３．役員賞与に関する会計基

準 

       ──────  当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用しております。こ

れにより営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益は、12,000千円減少しており

ます。 



表示方法の変更 

追加情報 

第33期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

         ────── 

  

 営業外収益の「フランチャイジー店長教習料」と「販

売済未使用ギフト券収入」は区分掲記しておりました

が、金額が僅少となったため「その他」に含めて表示し

ております。    

 なお、当事業年度の「フランチャイジー店長教習料」

は、3,687千円であり、「販売済未使用ギフト券収入」

は、7,679千円であります。 

 営業外費用の「棚卸資産廃棄損」は、前期は「雑損

失」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増

したため区分掲記しております。 

 なお、前期の「棚卸資産廃棄損」は、2,716千円であり

ます。 

           ────── 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増加

額」は、前期は「その他」に含めて表示しておりました

が、金額的重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前期の「未払金の増加額」は、30,744千円であ

ります。 

           ──────  

  

 投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産

の取得による支出」は、前期は「その他」に含めて表示

しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記

しております。 

 なお、前期の「無形固定資産の取得による支出」は、

2,492千円であります。 

           ────── 

  

第33期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法 

 外形標準課税制度の導入に伴い、実務対応報告第12号

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）に基づき、当期から法人事業税

の付加価値割及び資本割15,651千円を販売費及び一般管

理費に計上しております。 

          ────── 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第33期 
（平成17年12月31日） 

第34期 
（平成18年12月31日） 

※１．授権株式数 普通株式 38,003,000株 ※１．       ────── 

 ただし、株式の消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずる旨定款で定めておりま

す。 

  

発行済株式総数 普通株式  9,485,554株     

※２．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって処理しております。なお、当期末日は

金融機関の休日であったため次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。 

※２．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって処理しております。なお、当期末日は

金融機関の休日であったため次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。 

受取手形 4,009千円 受取手形      1,500千円

※３．当社が保有する自己株式 ※３．        ────── 

普通株式 4,470株      



（損益計算書関係） 

第33期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は、主として販売促進のため

の見本及びフランチャイジーの店長トレーニング

教習に使用した製品の販売費及び一般管理費への

振替であります。 

※１．       同    左 

※２．店舗用設備賃貸原価の内訳の主なものは次のとお

りであります。 

※２．店舗用設備賃貸原価の内訳の主なものは次のとお

りであります。 

減価償却費 155,624千円

店舗用設備維持修繕費 97,892 

賃借料 39,174 

店舗用消耗品費 27,109 

運賃 14,392 

倉庫料 18,050 

減価償却費     166,125千円

店舗用設備維持修繕費 115,736 

賃借料 40,615 

店舗用消耗品費 37,316 

運賃 16,365 

倉庫料 17,137 

※３．固定資産廃棄損の内訳は次のとおりです。 ※３．固定資産廃棄損の内訳は次のとおりです。 

直営店舗閉鎖等に伴う店舗設

備廃棄損及び原状回復費用等 
11,721千円

本社及び営業所の備品廃棄に

伴う廃棄損等 
2,621 

工場の設備等の廃棄に伴う廃

棄損等 
5,217 

トレーニングセンター移設に

伴う設備廃棄費用 
2,747 

 22,307 

直営店舗閉鎖等に伴う店舗設

備廃棄損及び原状回復費用等 
     22,371千円

工場の設備等の廃棄に伴う廃

棄損等 
15,644 

 38,015 



（株主資本等変動計算書関係） 

第34期（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

 発行済株式の増加数136,000株は、ストックオプションの行使に伴う新株発行によるものであり、自己株

式の増加数2,754株は、単元未満株の買取によるものであります。 

  

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式     

普通株式 9,485,554 136,000 － 9,621,554 

合計 9,485,554 136,000 － 9,621,554 

自己株式     

普通株式 4,470 2,754 － 7,224 

合計 4,470 2,754 － 7,224 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 237,027 25.0 平成17年12月31日 平成18年３月31日 

平成18年８月22日 

取締役会 
普通株式 240,419 25.0 平成18年６月30日 平成18年９月12日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 336,501 利益剰余金 35.0 平成18年12月31日 平成19年３月30日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

第33期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在）

  

現金及び預金勘定 1,784,641千円

現金及び現金同等物 1,784,641千円

  

現金及び預金勘定   2,548,908千円

現金及び現金同等物   2,548,908千円

第33期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

当期末残
高相当額 
（千円） 

工具器具備品 193,481 82,755 110,725 

ソフトウェア 85,683 49,614 36,068 

合計 279,164 132,370 146,794 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

当期末残
高相当額 
（千円） 

工具器具備品 68,325 33,556 34,768 

ソフトウェア 47,737 20,866 26,871 

合計 116,062 54,422 61,639 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 44,269千円

１年超 109,199千円

合計 153,469千円

１年内 24,695千円

１年超 39,310千円

合計 64,005千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 75,756千円

減価償却費相当額 67,123千円

支払利息相当額 8,374千円

支払リース料 39,436千円

減価償却費相当額 35,788千円

支払利息相当額 3,723千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同    左 



（有価証券関係） 

第33期（平成17年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

第34期（平成18年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 10,980 17,936 6,955 

(2）その他 － － － 

小計 10,980 17,936 6,955 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 － － － 

(2）その他 565,201 506,944 △58,257 

小計 565,201 506,944 △58,257 

合計 576,182 524,881 △51,301 

 種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 13,461 19,313 5,852 

(2）その他 － － － 

小計 13,461 19,313 5,852 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 － － － 

(2）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 13,461 19,313 5,852 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

494,210 － 77,157 



（デリバティブ取引関係） 

第33期（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容及び利用目的 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は為替予約取引であります。ヘッジ対象は原材料等の輸入予定取引であります。 

ヘッジ方針 

外貨建輸入予定取引の為替リスクをヘッジするために為替予約を利用し、為替予約は輸入予定取引の

範囲内で行っております。 

ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引すべてが将来の輸入予定取引に基づくものであり、実行の可能性が極めて高く、ヘッジ

手段とヘッジ対象の変動率が同一であることから、ヘッジ開始時及びその後も継続して双方の相場変

動が相殺されるため、有効性の評価は省略しております。 

(2）取引に係る取組方針 

デリバティブ取引については、為替相場変動によるリスクを抑えることを目的としており、投機目的の

取引は行わない方針であります。 

(3）取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引については、為替相場変動によるリスクを抑えることを目的としており、取引に関す

るリスクは重要なものではありません。また、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い銀行等に限

定しているため、相手先の契約不履行等の信用リスクはないと判断しております。 

(4）取引に係るリスクの管理体制 

社内規程に基づく決裁のもと経理部が取引の執行及び管理の主管部署となり、リスク管理を行っており

ます。 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しており、該当事項はありません。 



第34期（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容及び利用目的 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は為替予約取引であります。ヘッジ対象は原材料等の輸入予定取引であります。 

ヘッジ方針 

外貨建輸入予定取引の為替リスクをヘッジするために為替予約を利用し、為替予約は輸入予定取引の

範囲内で行っております。 

ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引すべてが将来の輸入予定取引に基づくものであり、実行の可能性が極めて高く、ヘッジ

手段とヘッジ対象の変動率が同一であることから、ヘッジ開始時及びその後も継続して双方の相場変

動が相殺されるため、有効性の評価は省略しております。 

(2）取引に係る取組方針 

デリバティブ取引については、為替相場変動によるリスクを抑えることを目的としており、投機目的の

取引は行わない方針であります。 

(3）取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引については、為替相場変動によるリスクを抑えることを目的としており、取引に関す

るリスクは重要なものではありません。また、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い銀行等に限

定しているため、相手先の契約不履行等の信用リスクはないと判断しております。 

(4）取引に係るリスクの管理体制 

社内規程に基づく決裁のもと経理部が取引の執行及び管理の主管部署となり、リスク管理を行っており

ます。 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しており、該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、退職金規程に基づき退職一時金制度を採用し、適格退職年金及び厚生年金基金（外食産業ジェフ厚

生年金基金）に加入しております。 

 当該厚生年金基金につきましては、総合設立型の厚生年金基金であり、自社の拠出に対応する年金資産の額

を合理的に計算することができませんので、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しておりま

す。なお、同基金の年金資産残高のうち当社の加入人員割合に基づく平成18年３月31日現在の年金資産残高は

313,000千円であり、当期中の要拠出額は23,769千円であります。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

 （注） 退職給付債務の算定方法としては簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用の内訳 

 （注）１．退職給付費用の算定方法としては、簡便法を採用しております。 

２．総合設立型の厚生年金基金にかかる要拠出額は勤務費用に含めております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付債務の算定方法としては簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりませ 

 ん。 

 
第33期 

（平成17年12月31日） 
第34期 

（平成18年12月31日） 

(1）退職給付債務（千円） 

(2）年金資産（千円） 

(3）退職給付引当金（千円） 

△406,445 

306,196 

△100,248 

△448,993 

338,349 

△110,644 

 
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(1）勤務費用（千円） 

(2）退職給付費用（千円） 

61,558 

61,558 

63,386 

63,386 



（ストック・オプション等関係） 

第34期（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  (注）ストック・オプション数は、株式に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成13年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 16名 

ストック・オプション数 普通株式 159,000株 

付与日 平成13年３月29日 

権利確定条件 

新株引受権を付与された者は、当社の取締役、執行役員及び従業員た

る地位を失った後も、これを行使することが出来るものとします。 

また、新株引受権を付与された者が死亡した場合も、相続人がこれを

行使することができるものとします。 

なお、その他の細目については、当社定時株主総会の特別決議及びそ

の後開催される取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結す

る新株引受権付与契約に定めるところによるものとします。 

対象勤務期間 定められておりません。 

権利行使期間 
平成18年４月１日から 

平成20年３月31日まで  

 
平成13年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前事業年度末 － 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前事業年度末 159,000 

権利確定 － 

権利行使 136,000 

失効 － 

未行使残 23,000 

 
平成13年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 762 

行使時平均株価     （円） 2,497 



（税効果会計関係） 

第33期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円）

繰延税金資産  

役員退職慰労引当金繰入額 55,352

退職給付引当金超過額 37,132

リース解約損否認 31,827

未払事業税否認 29,871

賞与引当金損金算入限度超過額 24,823

貸倒引当金損金算入限度超過額 37,093

その他有価証券評価差額金 20,879

ソフトウェア償却超過額否認 12,561

投資不動産評価損否認 9,737

その他 2,057

繰延税金資産合計 261,336

繰延税金負債  

特別償却準備金 △313

繰延税金負債合計 △313

繰延税金資産の純額 261,023

繰延税金資産  

役員退職慰労引当金繰入額 61,823

退職給付引当金超過額 32,728

未払事業税否認 38,046

賞与引当金損金算入限度超過額 26,155

貸倒引当金損金算入限度超過額 23,026

ソフトウェア償却超過額否認 10,006

執行役員退職給与引当金繰入額否認 12,303

投資不動産評価損否認 9,737

その他 16,482

繰延税金資産合計 230,308

繰延税金負債  

繰延ヘッジ利益 29,681

その他  2,381

繰延税金負債合計 32,063

繰延税金資産の純額 198,245

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2％

住民税均等割 0.3％

ＩＴ投資促進税額控除 △3.5％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.7％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4％

住民税均等割 0.1％

修正申告による追加納付 1.1％

ＩＴ投資促進税額控除 △0.9％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  42.4％



【関連当事者との取引】 

第33期（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

第34期（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

第33期（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

第34期（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 該当事項はありません。 

項目 
第33期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第34期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 631円81銭    713円76銭 

１株当たり当期純利益 91円00銭   122円96銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 
90円04銭   122円29銭 

 
第33期 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第34期 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額（千円）   

当期純利益（千円） 871,862 1,176,082 

普通株主に帰属しない金額（千円） 9,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金 

（千円）） 
(9,000) － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 862,862 1,176,082 

期中平均株式数（株） 9,482,224 9,564,978 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 100,618 51,963 

（うち、旧商法280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権（ストックオプション）

（株）） 

(100,618) (51,963) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



⑥【附属明細表】 

  【有価証券明細表】 

【株式】 

  【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増減額の主な内容 

※１ 賃貸店舗用設備の当期増加額は、主としてフランチャイジーの新店舗用設備の購入及び店舗改装に伴う

ものであります。 

また、当期減少額は、主としてフランチャイジーの店舗の閉鎖及び改装に伴う設備の廃棄によるもので

あります。 

※２ 建設仮勘定の当期増加額は、主として富士小山工場のアイスクリーム製造設備の更新と、フランチャイ

ジーの新店舗用設備の購入及び店舗改装に伴うものであります。 

  【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

京浜急行電鉄㈱ 17,445 14,305 

イオンモール㈱ 745 5,008 

計 18,190 19,313 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

建物 1,212,143 18,040 8,068 1,222,115 1,021,521 20,124 200,593 

構築物 170,098 － － 170,098 140,592 4,405 29,506 

機械及び装置 1,782,826 27,636 4,353 1,806,110 1,484,850 73,707 321,259 

賃貸店舗用設備 1,211,993
611,001 

※１ 
138,719 1,684,276 866,144 275,284 818,131 

直営店舗用設備 114,675 16,522 33,250 97,946 49,338 14,906 48,608 

車輌運搬具 20,635 － 2,055 18,580 16,282 1,238 2,297 

工具器具備品 224,078 36,948 2,049 258,976 177,779 27,385 81,197 

土地 226,362 － － 226,362 － － 226,362 

建設仮勘定 － 
268,311 

※２ 
60,102 208,209 － － 208,209 

計 4,962,814 978,460 248,598 5,692,676 3,756,510 417,051 1,936,165 

ソフトウェア 274,236 48,102 － 322,338 72,237 60,696 250,101 

電話加入権 17,065 － － 17,065 － － 17,065 

計 291,301 48,102 － 339,404 72,237 60,696 267,166 

 長期前払費用 1,023,689 414,225 219,189 1,218,725 544,902 330,665 673,823 

計  1,023,689 414,225 219,189 1,218,725 544,902 330,665 673,823 



  【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄に記載の額は、売掛債権及びその他の金銭債権に対する貸倒引当金

の洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 177,594 135,915 26,861 150,732 135,915 

賞与引当金 60,991 64,263 60,991 － 64,263 

役員賞与引当金 － 12,000 － － 12,000 

役員退職慰労引当金 136,000 15,900 － － 151,900 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

ハ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 25,459 

預金  

当座預金 1,670,960 

普通預金 851,515 

別段預金 972 

小計 2,523,449 

合計 2,548,908 

相手先 金額（千円） 

㈲ピエツコーポレーション 1,500 

合計 1,500 

期日 金額（千円） 

平成19年１月満期 100 

平成19年２月満期  100 

平成19年３月満期 100 

平成19年４月満期  100 

平成19年５月満期  1,100 

合計 1,500 

相手先 金額（千円） 

イッツコーポレーション㈱ 49,348 

㈱だるま 44,673 

㈱マックアース 42,612 

徳倉産業運輸㈱ 35,270 

イズミフードサービス㈱ 33,056 

その他 1,734,624 

合計 1,939,585 



(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

ニ．製品 

ホ．原材料 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,579,347 14,543,420 14,183,182 1,939,585 87.97 44.16 

品目 金額（千円） 

アイスクリーム 207,835 

シャーベット 10,836 

スペシャリティデザート 71,222 

合計 289,894 

品目 金額（千円） 

主原料  

クリームミルク 20,865 

脱脂粉乳 6,104 

液糖 974 

砂糖 382 

水飴 806 

添加原料  

フレーバー 5,842 

ナッツ 3,637 

アーモンド 3,121 

カラー 2,719 

その他原料 147,060 

合計 191,514 



ヘ．貯蔵品 

ト．敷金及び保証金 

② 負債の部 

イ．買掛金 

ロ．未払金 

品目 金額（千円） 

販売促進用品等 104,750 

未貸出店舗用設備 44,163 

合計 148,914 

相手先 金額（千円） 

イオン㈱ 192,573 

関東財務局 

（ギフト券発行取引に係る預託） 
121,000 

イオンモール㈱ 103,390 

㈱ベイシア 37,400 

辻 新次郎 35,000 

その他 884,045 

合計 1,373,408 

相手先 金額（千円） 

㈱不二マーチャント 41,814 

三菱商事㈱ 40,018 

王子パッケージング㈱ 37,551 

中沢乳業㈱ 36,785 

よつ葉乳業㈱ 32,225 

その他 177,548 

合計 365,940 

相手先 金額（千円） 

萬運輸㈱ 107,515 

㈱コーヨー21 47,728 

㈱東急エージェンシー 34,229 

㈱東計電算 30,794 

ホシザキ東京㈱ 20,247 

その他 618,221 

合計 858,735 



ハ．長期預り保証金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

徳倉産業運輸㈱ 71,657 

㈲赤石企画 25,703 

㈱ワールドオーエー 21,875 

㈲ヒロシマ 21,000 

㈱アドバンス 18,755 

その他 546,704 

合計 705,695 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 １月１日から１２月３１日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 １２月３１日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 100,000株券 

剰余金の配当の基準日 ６月３０日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本支店、出張所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚 100円＋印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本支店、出張所 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 (注） 

 



  （注） 平成19年3月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

     当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を

することが出来ない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。  

株主に対する特典 

毎年12月末日及び６月末日現在1,000株以上の当社株式を保有している株

主に対し、次のとおり「株主優待券」を発行致します。 

(1）発行基準 

1,000株以上5,000株未満の株主に対し500円相当の当社製品引換券

５枚 

5,000株以上の株主に対し500円相当の当社製品引換券10枚 

(2）引換製品の内容 

当社製品の中から選定 

(3）引換方法 

当社のフランチャイズ店、直営店にて引換 

(4）有効期間 

発行日より１年間 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第33期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月31日関東財務局長に提出

  （2）臨時報告書    

      平成18年6月5日関東財務局長に提出 

  （3）臨時報告書    

          平成18年7月10日関東財務局長に提出 

(4）半期報告書 

 （第34期中）（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年３月30日

ビー・アール サーティワン アイスクリーム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているビー・アール サー

ティワン アイスクリーム株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ビー・アール サーテ

ィワン アイスクリーム株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 行 本 憲 治  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 池之上 孝 幸 

      



独立監査人の監査報告書 

 平成19年３月30日 

Ｂ－Ｒ サーティワン アイスクリーム株式会社 
（旧商号 ビー・アール サーティワン アイスクリーム株式会社） 

    取締役会 御中 
 

 あらた監査法人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 笹 山 勝 則 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 池之上 孝 幸 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＢ－Ｒ

サーティワン アイスクリーム株式会社（旧商号 ビー・アール サーティワン アイスクリーム株式会社）の平成18年１月

１日から平成18年12月31日までの第34期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｂ－Ｒ 

サーティワン アイスクリーム株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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